別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名:中小企業販路開拓等支援事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　地域産業課　地場産業係　電話番号：058-272-1111（内3095）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　30,000千円（前年度予算額：30,000千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　長引く景気低迷のなか、国内市場においては首都圏等での新規顧客の獲得を目指し、また、経済成長が著しいアジア地域に代表される海外市場においては、高品質な岐阜ブランドを前面に出した市場開拓を目指し、国内外の見本市・展示会への出展を通じて販路拡大に取り組もうとする県内中小企業を支援するため、出展、開催経費に対して補助金を交付する。
Ｈ２３年度からは、Ｈ２２年度に本県で開催されたＡＰＥＣ中小企業大臣会合の共同閣僚声明に盛り込まれた「中小企業の国際展開の強化（通称：岐阜イニシアチブ）」の実現を重点方針として、海外見本市等の出展・開催事業への支援を強化しており、２５年度も引き続き支援することとする。

なお、支援にあたっては、県産業経済振興センター事業、ジェトロ事業などとも有機的に連携させ、効率的・効果的な支援を行う。

＜補助金の概要＞
○補助金名：岐阜県中小企業販路開拓等支援事業費補助金
○根拠法令等：中小企業販路開拓等支援事業費補助金交付要綱（岐阜県）
○補助対象及び補助率
(１)県内中小企業者

補助対象：海外見本市等の出展、開催に要する経費
補 助 率：補助対象経費の１／２以内
上限：500千円　下限：300千円
(２)連携体、組合等（市町村を通じた間接補助）
補助対象：国内・海外の見本市等の出展、開催に要する経費
 ※連携体構成員間の取引により生じる経費は対象外

補 助 率：市町村補助額の１／２以内かつ補助対象経費の１／３以内

《海外》上限：2,500千円　下限：1,000千円

《国内》開催の場合 … 　　上限：2,000千円　下限：1,000千円

出展の場合 … 　　上限：1,500千円　下限：1,000千円

販売ありの場合 … 上限･下限：1,000千円　　　

(３)実行委員会及び構成員が複数の市町村にまたがる連携体、組合等

補助対象：国内・海外の見本市等の出展、開催に要する経費
 ※連携体構成員間の取引により生じる経費は対象外

補 助 率：市町村が補助又は負担する額以内かつ補助対象経費の１／３以内

《海外》上限：2,500千円　下限：1,000千円

《国内》開催の場合 … 　　上限：2,000千円　下限：1,000千円　

出展の場合 … 　　上限：1,500千円　下限：1,000千円

販売ありの場合 … 上限･下限：1,000千円

　　
	２　所要経費


　県内中小企業者、連携体、組合等に対する補助金（30,000千円）

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000

	要求額
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内中小企業の国内外の見本市・展示会への出展を通じて、国内市場においては首都圏等での新規顧客の獲得を、また経済成長著しいアジア地域に代表される海外市場においては、高品質な岐阜ブランドを前面に出した市場開拓を行い、長期構想の「ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり」を目指し、県内中小企業が地域外からもお金を稼ぐことができるように販路拡大を支援します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	補助金採択件数
	－
（H  ）
	29
（H22）
	29
（H23）
	　　26
（H24）
	28
（H25）
	92.8％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成２４年度実績（交付決定額）　29,790千円（国内１４件、海外１３件）

事例：　国内／東京インターナショナル・ギフト・ショー(来場約19万人)、
　　　　　　　テーブルウェア・フェスティバル(約30万人)、独自開催事業　他

海外／アンビエンテ（ドイツ　来場者約14万人）、

　　　　　　　ニューヨーク国際ギフトフェア（米国　来場約4万人）他


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　中小企業にとって、独自に大型展示会に出展することは経費的に大きな負担であるが、当該補助事業を利用することにより、27企業・団体が国内外の展示会に出展した。補助金活用企業からは、海外の大規模展示会で250名のブース来場者があった、国内展示会出展で360社と商談できた、数百人と名刺交換ができたといった報告も受けており、展示会出展支援が販路開拓・拡大につながっている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	 国内市場の縮小や安価な海外製品の流入等厳しい環境の中、県産品の国内外における販路開拓・拡大を支援し、県内産業の活性化を図るため必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	ブース来場者数、名刺交換件数、商談数等の数値から、企業に販路開拓の機会を提供するための支援施策として一定の成果を得られていると考える。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	募集時から申請時にかけて、補助金の目的を十分に説明し、申請者のマンネリ・形骸化の恐れのある事業を見直す等して、効率的かつ効果的な支援を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
販路開拓支援に対するニーズが高まっており、今後、更に申請件数が増加する可能性がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
大規模展示会への出展は、、一度に多くの有力バイヤーと商談できる貴重な場であり、販路開拓に大変有効な手段である。しかし、中小企業にとっては、経費的な負担が大きく、独自に出展することが困難であるため、支援に対するニーズが高い。今後も継続して実施していく。


